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　わがまち特例とは、地方税法の定める範囲内で、特例
措置の内容を市町村の条例で定めることができる仕組み
です。主に次の資産に対する特例措置があります。

対象資産 取得
時期

汚水または廃液処理施設
特例率：3分の1

【例】油水分離装置、汚泥処理装置
平
成
30
年
３
月
31
日
ま
で

（
２
年
間
延
長
）（
※
１
）

大気汚染防止法の指定物質排出抑制装置
特例率：2分の1

【例】ドライクリーニング機（テトラクロロエ
チレン溶剤）に係る活性炭吸着回収装置

下水道除外施設
特例率：4分の3

【例】油水分離装置、中和装置

土壌汚染対策法の指定物質排出抑制装置
特例率：2分の1

【例】ドライクリーニング機（フッ素溶剤）に係
る活性炭吸着回収装置

平
成
30
年

３
月
31
日

ま
で

太陽光・風力発電設備
特例率：3分の2（3年間）
※平成 30 年 3 月 31 日までに取得
　→（太陽光）再生可能エネルギー事業者支援

事業費補助金の対象設備に限る
※平成 30 年 4 月１日以降取得
　→一定の出力要件を満たすこと
　　（太陽光：1000kW 以上）

平
成
30
年
３
月
31
日
ま
で

（
３
年
間
延
長
）（
※
１
）

水力・地熱・バイオマス発電設備
特例率：2分の1（3年間）
※平成 30 年 4 月 1 日以降取得
　→一定の出力要件を満たすこと

ノンフロン製品
特例率：4分の3（3年間）

【例】CO2 ショーケース、空気冷凍システム

平
成
29
年

３
月
31
日

ま
で

企業主導型保育事業に係る固定資産
特例率：3分の1（5年間）

取
得
時
期
の
定
め

な
し

家庭的保育事業／居宅訪問型保育事業／事業
所内保育事業（利用定員が1人以上5人以下）
の用に直接供する家屋および償却資産
特例率：3分の1

（※１）平成 30 年度税制改正により延長予定
◆特例率は変更になる場合があります

平
成
30
年
度
は
固
定
資
産
の

評
価
替
え
の
年
で
す

　
固
定
資
産
税
は
、毎
年
１
月
１
日
に
、

土
地
、
家
屋
、
償
却
資
産
を
所
有
し
て

い
る
人
が
、
そ
の
固
定
資
産
の
評
価
額

を
元
に
算
定
さ
れ
た
税
額
を
市
町
村
に

納
め
て
い
た
だ
く
税
金
で
す
。
土
地
・

家
屋
の
評
価
額
に
つ
い
て
は
、
資
産
価

格
の
変
動
に
対
応
す
る
た
め
、
３
年
ご

と
に
均
衡
の
と
れ
た
適
正
な
価
格
に
見

直
し
を
行
い
ま
す
。
こ
れ
を
「
評
価
替

え
」
と
い
い
ま
す
。
平
成
30
年
度
は
こ

の
「
評
価
替
え
」
の
年
に
あ
た
り
ま
す
。

今
回
の
評
価
額
が
、
原
則
と
し
て
平
成

32
年
度
ま
で
据
え
置
か
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
す
が
、
土
地
に
つ
い
て
は
地
価
に

下
落
傾
向
が
見
ら
れ
る
場
合
に
は
、
据

え
置
き
年
度
で
も
簡
易
な
方
法
で
価
格

修
正
を
行
う
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

新
築
住
宅
に
対
す
る
減
額
措
置

　
新
築
さ
れ
た
住
宅
は
、
一
定
の
面
積

要
件
を
満
た
す
も
の
に
つ
い
て
、
固
定

資
産
税
が
２
分
の
１
に
減
額
さ
れ
ま

す
。
減
額
の
対
象
と
な
る
の
は
、
新
築

さ
れ
た
住
宅
用
の
家
屋
の
う
ち
住
居
と

し
て
用
い
ら
れ
て
い
る
部
分
で
、
床
面

積
は
１
２
０
平
方
㍍
ま
で
と
な
り
ま

す
。
減
額
さ
れ
る
期
間
は
、
次
の
と
お

り
で
す
。

◆
一
般
の
住
宅･･･

新
築
後
３
年
度
分

（
３
階
建
以
上
の
中
高
層
耐
火
住
宅

等
は
５
年
度
分
）

◆
長
期
優
良
住
宅･･･

新
築
後
５
年
度

分
（
３
階
建
以
上
の
中
高
層
耐
火
住

宅
等
は
７
年
度
分
）

家
屋
が
年
々
老
朽
化
し
て
い

く
の
に
評
価
額
が
下
が
ら
な

い
の
は
な
ぜ
で
す
か
？

　
家
屋
の
評
価
額
は
、
評
価
の
対
象
と

な
っ
た
家
屋
と
同
一
の
も
の
を
、
評
価

替
え
の
時
点
に
お
い
て
そ
の
場
所
に
新

築
す
る
と
し
た
場
合
に
必
要
と
さ
れ
る

建
築
費
（
再
建
築
価
格
）
に
、
家
屋
の

建
築
後
の
年
数
の
経
過
に
よ
っ
て
通
常

生
ず
る
損
耗
の
状
況
に
よ
る
減
価
な
ど

を
あ
ら
わ
し
た
「
経
年
減
点
補
正
率
」

を
乗
じ
て
求
め
ら
れ
ま
す
。そ
の
た
め
、

建
築
物
価
が
上
昇
す
る
と
減
価
率
が
少

注：建築物価により計算されるため、減価率が少なくなることもあります

注

【特集】
ご
存
知
で
す
か
？

固
定
資
産
税

◆わがまち特例

な
く
な
り
ま
す
が
、
そ
の
評
価
額
が
前

年
度
の
評
価
額
を
超
え
る
場
合
は
、
前

年
度
の
評
価
額
に
据
え
置
か
れ
ま
す
。

　
な
お
、
建
築
年
の
古
い
家
屋
の
一
部

に
つ
い
て
は
、
過
去
に
建
築
費
の
上
昇

が
続
く
中
、
評
価
額
が
据
え
置
か
れ
て

い
た
こ
と
も
あ
り
、
経
年
減
点
補
正
率

を
加
味
し
た
評
価
額
で
あ
っ
て
も
、
以

前
か
ら
据
え
置
か
れ
て
い
る
評
価
額
を

下
回
る
ま
で
に
は
い
た
ら
ず
、
評
価
額

が
下
が
ら
な
い
場
合
も
あ
り
ま
す
。

昨
年
住
宅
を
取
り
壊
し
た
ら
、

昨
年
度
に
比
べ
て
土
地
の
固
定

資
産
税
が
上
が
り
ま
し
た
。
な

ぜ
で
す
か
？

　
土
地
に
一
定
要
件
を
満
た
す
住
宅
が

あ
る
と
「
住
宅
用
地
に
対
す
る
課
税
標

準
の
特
例
」
が
適
用
さ
れ
、
固
定
資
産

税
が
減
額
さ
れ
ま
す
。
し
か
し
、
住
宅

を
取
り
壊
し
て
更
地
に
し
た
り
、
住
宅

を
住
宅
以
外
の
用
途
に
変
更
し
た
り
す

る
と
、
特
例
の
適
用
か
ら
外
れ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

　
住
宅
を
取
り
壊
さ
れ
た
こ
と
に
よ

り
、
家
屋
の
固
定
資
産
税
は
そ
の
分
下

が
り
ま
す
が
、
住
宅
用
地
の
特
例
の
適

用
が
受
け
ら
れ
な
く
な
っ
た
こ
と
に
よ

り
、
土
地
の
固
定
資
産
税
は
上
が
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

問
駅
南
庁
舎
固
定
資
産
税
課
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